
 別　記
　  様式第１号（第８条、第９条、第12条関係）

　（宛先）
滋賀県知事

提出者
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称および代表者の氏名）

第25条第３項 ・  第25条第４項
第27条第１項 ・  第27条第２項において準用する同条例
第26条第１項
第27条第２項において準用する同条例第26条第１項

第25条第４項 　 事業者行動計画を 策定 （変更）
　 事業者行動報告書を作成

　1　事業者の概要

1 4 3 2

人

□

□

□

台 台 台

台 台

　２　計画期間（および報告対象年度）

　３　計画の（内容・実施状況）

注　用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とします。

主要な設備

ボイラ

コンプレッサ

計画の
（内容・実施状況）

　別添のとおり

報告対象年度

開始
年度

計画期間
終了
年度

年度2020

2023 年度

年度2022

その他

事業者行動（計画・変更計画・報告）書

事業者の氏名
（法人にあっては、名称およ

び代表者の氏名）

事業者の住所
（法人にあっては、主たる事

務所の所在地）

日本トーカンパッケージ株式会社 滋賀工場

日本トーカンパッケージ株式会社 代表取締役社長 浅名 弘明

東京都品川区東五反田2-18-1 大崎フォレストビルディング 16F

事業所の名称

令和5年7月31日

　滋賀県ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例

の規定に基づき、 したので、提出します。

滋賀県草津市馬場町1100

日本トーカンパッケージ株式会社 滋賀工場
滋賀工場長 松田 芳征

事業所の所在地

事業の概要 段ボールシート・ケースの製造

時間／日145 16

日本標準産業分類
細分類番号主たる事業

従業員の数 操業時間

滋賀県草津市馬場町1100

該当する事業者
の要件

任意提出事業者

原油換算エネルギー使用量が、年間1,500ｷﾛﾘｯﾄﾙ以上の事業所を県内に有する
事業者

従業員数が21人以上であって、エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量が、
二酸化炭素換算で年間3,000トン以上の事業所を県内に有する事業者

※ 産業分類・細分類名称を記載
段ボール製造業

1

7

熱源設備

空気調和設
備

照明設備4

36

1223



標準様式第１号・標準様式第２号

　１　CO2ネットゼロ社会づくりに係る取組に関する基本的な方針

　２　取組の推進体制

　３　これまでに取り組んできたCO2ネットゼロ社会づくりに係る取組

（第１面）

環境マネジメントシステム（ISO 1400）認証取得
ボイラー燃料を都市ガスに転換
コンプレッサー台数制御装置設置
水銀灯を高効率タイプに変更
フォークリフトのバッテリー車化
冷暖房の室温取り決めと各所への温度計設置
社用車を順次ハイブリッドカーに置き替え
ＰＣＢ使用機器の全廃
ＨＣＦＣ（フロンＲ２２）使用機器の計画的廃止

環境保全委員長 （工場長）

工場環境管理責任者

工場環境推進担当者

工場内内部環境監査員

製造ブロック事務所ブロック

包
装
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術
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・
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流
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産
技
術



 ４　自らの温室効果ガス排出量の削減に向けた取組
 (1) エネルギー起源CO2排出量の削減に向けた取組の内容等

 (2) エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス排出量の削減に向けた取組の内容等

 (3) 上記の取組により達成しようとする目標および目標の進捗に対する自己評価

 (4) 温室効果ガス排出量等の実績

kL

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

エネルギー等原単位の推
移

N2O

PFCs

HFCs

NF3

3,103

0.027

SF6

CH4

非エネルギー起源
CO2

上記の取り組みにより、原油換算エネルギー原単位を前年度比1%削
減を図ります。

HCFC使用機器は2021年度夏
季を迎える前に全機更新を行
い、全廃となりました。

当社は特定事業者(省エネ法)と
して取り組みを行っており、継続
的にSクラスとなるように計画
立てて取り組んでいます。
2015年度エネルギー原単位は
0.0304[L/㎡]、2022年度は
0.0269[L/㎡]となり、約12%
削減となりました。

温室効果ガス
総排出量

00

3

計画開始年
度前年度の

実績

1,664 1,694 1,665

実績報告

（2020）年度 （2021）年度 （2022）年度 （ ）年度 （ ）年度

3,432 3,103

目標の進捗に対する自己評価

備考　「温室効果ガスの種類別の排出量内訳」欄については、事業者行動計画の提出義務の要件に該当
　　　しない温室効果ガスの排出量は、記入する必要はありません。

原油換算エネルギー
使用量

0 0

0.027 0.029 0.026

（第２面）

取組項目

2021年度8台更
新し全廃。

2022年度エネルギー原単位、2015年度比約12%削減。

実施
スケジュール

2020年～2023年1

取組の実施状況

設備導入

ﾌﾟﾛｾｽ改善 2020年～2023年

実績報告実施計画

取組の内容

HCFC(R22)使用機器の計画的廃止

不良率の削減に取り組み、生産過程で使用するエネルギー、資材、副資材等の使用資源有効活用
を図る。エネルギー原単位2015年度比2%改善。2

4

5

3,432

取組目標および目標設定の考え方

3

1,664

実施計画

取組の内容

1

温室効果
ガスの種類

実施
スケジュール

2

取組の実施状況

エネルギー起源
CO2

実績報告

3,048 2,688

3,048 2,688



 ５　再生可能エネルギー等の利用に関する取組
  (1) 再生可能エネルギー等の利用に関する取組の内容等

■ 計画最終年度までの取組の内容等

■ 中長期的な取組の内容等

  (2) 所有する主な再生可能エネルギー設備

ｋＷ ｋＷ ｋＷ

ｋＷ ｋＷ ｋＷ

 (3) 再生可能エネルギー電気設備での発電量および自家消費量の実績

0

0 0

0 0

0

その他 （ ）

（　）年度 （　）年度

取組の内容

5

3

4

2

1

実績報告
（2020）年度

（第３面）

再エネ設備を効
率的に利用す
る設備の導入

実績

実績報告

実施
スケジュール 取組の実施状況

太陽熱 バイオマス

実施計画

取組の内容

1

上記のうち
自家消費量

kWh

再エネ電気設
備での発電量

kWh

3

2

4

5

太陽光 水力・小水力 地熱

0 0

0 0

（2021）年度 （2022）年度

0

0

0

0

計画開始年度
前年度の実績



 ６　事業活動を通じた他者の温室効果ガスの排出削減によりCO2ネットゼロ社会づくりに貢献する取組

 (1) 取組の内容およびその実績

　(2） 上記の取組により達成しようとする目標および目標設定の考え方

　(3） 上記の取組にかかる目標の進捗に対する自己評価およびＣＯ₂削減貢献量の算出根拠

２０２２年度にボイラーの更新を行い、更新前に比べ、ボイラー効率３％の改善を見込んで、年間で４
６t-CO2の削減を見込んでおります。また２０２２年に工場内の空調設備を電気式よりガス化
（GHP）に変更しており、変更前に比べ、年間２０t-CO2の削減を見込んでおります。以上２つの設
備更新により、CO2削減を取り進めております。

ＣＯ₂削減貢献量の算出根拠

　　目標および目標設定の考え方

目標の進捗に対する自己評価

段ボールリサイクル率９５％以上　１００％を目指します。

事業所内より排出される段ボールの古紙等は100％リサイクルされています。
また、販売する段ボール製品つきましても、段ボールは"リサイクル品"として顧客ユーザーを含め積
極的にアピールを行い、リサイクル化を進めています。
なお、現在、段ボール製品は最終消費者にも古紙回収できるものとして認識されており、リサイクル
化が積極的に展開されていると考えています。

（第４面）

主要生産品の段ボールはリサイクルに優れ、回収率９５％
以上の数値で製紙工場において再利用されています。
自社内では１００%リサイクルを行っています。
しかし、最終ユーザー(一般消費者）に於いては、一部の段
ボールの機能性から「つぶし難い」、「たたみ難い」商品が
有り、その一部は一般廃棄物として廃棄されている可能
性があります。
今後、引き続き段ボールのリサイクルを促す為、「リサイク
ルマーク」の印刷及び顧客、一般消費者への段ボールリサ
イクル化への呼びかけを行い、また、消費者の排出を容易
にするためにさらに「つぶし易い」、「たたみ易い」段ボー
ルの開発・普及に努めてまいります。

取組の内容等 取組の実施状況
段ボールのリサイクルに対し積極的に対
応を行っており、低炭素社会実現に向け
てこれまで同様引き続き努力しておりま
す。また、省資源製品(使用材料削減・変
更・坪量ダウン、CO2排出量削減効果等
サンプル作成）の設計・商品開発により
資材調達から生産、物流、消費、廃棄に
至る各段階での環境負荷低減、特に
CO2削減に向けた取り組みを継続して

ＣＯ₂削減貢献量

2021年度に対して　３６０ t-CO2



 ７　その他のCO2ネットゼロ社会づくりに資する取組

 (1) 調整後排出係数に基づく温室効果ガス排出量の推移

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

kg-
CO2

/kWh

 (2) クレジット等購入

t-CO2

t-CO2

 (3) 通勤や出張など人の移動および物流における脱炭素化の取組等

1

2

3

 (4) 業務で使用する車輌の脱炭素化の取組

台

台

 (5) その他のCO2ネットゼロ社会づくりに向けた取組等

1

2

3

4

5

エネルギー起源CO2

【調整後排出係数】

2,688

（2020）年度 （2021）年度 （2022）年度

（第５面）

グリーン証書の購
入

【調整後排出係数】

クレジットの購入

温室効果ガス
排出量の推移

計画開始年度
前年度の実績

3,432

実績報告単
位

項目
（　）年度 （　）年度

3,103 3,048

項目
単
位

実施スケ
ジュール

実績報告

0

計画開始年度
前年度の実績

実績報告
（2020）年 （2021）年 （2022）年度 （　）年度 （　）年度

0 0 00

0 0 0

取組項目

計画開始年
度前年度の
保有台数

上記のうち
次世代自動車の数

11

保有車輌の数 16

実施計画

取組の内容

特記事項

実績報告

取組項目
実施計画

実績報告
取組内容

実施
スケジュール

（2020）年 （2021）年 （2022）年度 （　）年度 （　）年度

17 18 19

12 13 14

特記事項

特記事項

2022年度のリサイクル
率は99.88%となり、

目標達成しました。
バン車両を除き、２０２２
年も１台ハイブリッド車
を追加し、社有車は全て
ハイブリッド車を選定し

３Ｒ
社内では廃棄物の分別、再利用を定着及び不良率の低
減にも取り組みを進めています。リサイクル率を目標：
99.87％を維持します。

通年

SDGs
社有車を更新する際は低燃費車を選定し、環境負荷の低
減を図ります。

通年


